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(57)【要約】
　本発明は、電荷貯蔵体用の、特に二次電池用のレドックス活性電極材料としての、例え
ば電極スラリーとしての、チアントレン含有ポリマーの使用に関する。本発明はさらに、
該ポリマーを含む電極材料、ならびに該ポリマーを含む電極および電荷貯蔵体に関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電荷貯蔵体用のレドックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用であって、前記ポリ
マーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化１】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ
６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、－ＮＯ２、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯ
Ｒ８、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、－ＯＰ（＝
Ｏ）（Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、
－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１５）（ＯＲ１６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（
Ｏ）２ＯＲ１７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換
の脂肪族基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の
内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カル
ボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つの
基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６、Ｒ１７は、互
いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換された
または非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基
の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カ
ルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つ
の基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、金属カチオン、有機カチオンからなる群から選択され、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、アミノエーテル、カルボニル、カルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸
エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
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Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－、－
ＮＨ－、－Ｎアルキル－から選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル
、カルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも
１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す、使用。
【請求項２】
　前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、
Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－
Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ
－（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（
＝Ｏ）（ＯＲ１５）（ＯＲ１６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ
Ｒ１７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族
基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部には
、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくと
も１つの基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６、Ｒ１７は、互
いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換された
または非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基
の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択され
る少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、アルカリ金属カチオン、アルカリ土類金属カチオン、遷移金属カチオン、テト
ラアルキルアンモニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウ
ムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択
される少なくとも１つの基が存在してもよい、請求項１記載の使用。
【請求項３】
　前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素
、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－Ｏ
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Ｒ１２、－ＳＲ１３、置換されたまたは非置換のフェニル基、置換されたまたは非置換の
脂肪族基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内
部には、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの
基が存在してもよく、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－

（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ２４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝
Ｏ）（ＯＲ２５）（ＯＲ２６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ
２７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基
からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部には、
ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも
１つの基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４、Ｒ２

５、Ｒ２６、Ｒ２７は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複
素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換され
たまたは非置換の脂肪族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホ
ン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｆｅ３＋

、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋、テトラアルキルアンモ
ニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジア
ルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、ここで、テトラアルキルアンモ
ニウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチ
オンのアルキル基は、互いに独立してそれぞれ、炭素原子を１～１０個有し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、エーテル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在して
もよい、請求項２記載の使用。
【請求項４】
　前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素
、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、置換されたまたは非置
換のフェニル基、置換されたまたは非置換のアルキル基からなる群から選択され、ここで
、前記置換されたまたは非置換のアルキル基の内部には、エーテル、チオエーテルから選
択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－（Ｍｚ＋

）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ２４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ
Ｒ２５）（ＯＲ２６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ２７、置
換されたまたは非置換のアルキル基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたま
たは非置換のアルキル基の内部には、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから
選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４、Ｒ２５、Ｒ２６、Ｒ２７は、



(5) JP 2019-519897 A 2019.7.11

10

20

30

40

50

互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換され
たまたは非置換のアルキル基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアル
キル基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選
択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｆｅ３＋

、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋からなる群から選択され
、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価のアルキレンもしくはアルケニレン基であり、ここで、前記置換さ
れたもしくは非置換のアルキレンもしくはアルケニレン基の内部には、エーテル、チオエ
ーテルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよい、請求項３記載の使用。
【請求項５】
　前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素
、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、置換されたまたは非置換のフェニル基、置換され
たまたは非置換のアルキル基からなる群から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、置換されたまたは非置換のアル
キル基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非
置換のアルキル基から選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、置換されたまたは非置換の２価のアルキレンまたはアルケ
ニレン基からなる群から選択される、請求項４記載の使用。
【請求項６】
　前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＥ、ＲＦは、互いに独立してそれぞれ、水素、－ハロゲン
、アルキル基からなる群から選択され、
前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立して、水素、－ハロゲン、アルキル基、－ＣＯＯＲ８、
非置換のまたはアルキル基、アルケニル基から選択される基で置換されたフェニル基、－
ＣＮからなる群から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、アルキル基からなる群から選択
され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、アルキル基から選択
され、Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－
［Ｃ＝Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、アルキレン基、アルケニレン基からなる群から選択される
、請求項５記載の使用。
【請求項７】
　前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＥ、ＲＦは、互いに独立してそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃ
ｌからなる群から選択され、
前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立して、水素、－Ｆ、－Ｃｌ、フェニル、少なくとも１つ
のビニル基で置換されたフェニル基からなる群から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－Ｆ、－Ｃｌ、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、炭素原子を１～６個有するアルキル基からなる
群から選択され、ここで、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、炭素原子を１～
６個有するアルキル基から選択され、
Ｘは、直接結合、＆－Ｏ－ＣＨ＝ＣＨ－＆＆、＆－ＣＨ＝ＣＨ－Ｏ－＆＆、＆－Ｏ－ＣＨ

２－ＣＨ＝ＣＨ－＆＆、＆－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ２－Ｏ－＆＆、フェニレン、＆－ＣＨ２－
フェニレン－＆＆、＆－フェニレン－ＣＨ２－＆＆、炭素原子を１～６個有するアルキレ
ンからなる群から選択される、請求項６記載の使用。
【請求項８】
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　ｎは、４以上５０００以下の整数であり、ｍは、０以上５０００以下の整数である、請
求項１から７までのいずれか１項記載の使用。
【請求項９】
　導電性添加剤と、請求項１から８までのいずれか１項に記載の通りに規定されているポ
リマーＰとを含む、電極材料。
【請求項１０】
　前記導電性添加剤は、炭素材料、導電性ポリマー、金属、半金属、（半）金属化合物か
らなる群から選択されている、請求項９記載の電極材料。
【請求項１１】
　結合添加剤を含む、請求項９または１０記載の電極材料。
【請求項１２】
　前記結合添加剤は、ポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリヘキサ
フルオロプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリアクリレ
ート、ポリメタクリレート、ポリスルホン、セルロース誘導体、ポリウレタンからなる群
から選択されている、請求項１１記載の電極材料。
【請求項１３】
　請求項９から１２までのいずれか１項記載の電極材料を含む、電極。
【請求項１４】
　請求項１３記載の電極を含む、電荷貯蔵体、特に二次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電荷貯蔵体用の、特に二次電池用のレドックス活性電極材料としての、例え
ば電極スラリーとしての、チアントレン含有ポリマーの使用に関する。本発明はさらに、
該ポリマーを含む電極材料、ならびに該ポリマーを含む電極および電荷貯蔵体に関する。
【０００２】
　背景技術
　有機電池は、電荷を貯蔵するための電極活物質として有機レドックス活性化合物を用い
る電気化学的なセルである。この二次電池は、例えば充電の迅速性、長寿命性、軽量性、
高可撓性および加工容易性といったその優れた特性を特徴とする。電荷を貯蔵するための
電極活物質としては、すでに多くの様々な有機ポリマー構造が知られている。例えば以下
の刊行物には、電荷を貯蔵するための活性単位として有機ニトロキシドラジカルを有する
ポリマーが記載されている：国際公開第２０１２／１３３２０２号（ＷＯ　２０１２／１
３３２０２　Ａ１）、国際公開第２０１２／１３３２０４号（ＷＯ　２０１２／１３３２
０４　Ａ１）、国際公開第２０１２／１２０９２９号（ＷＯ　２０１２／１２０９２９　
Ａ１）、国際公開第２０１２／１５３８６６号（ＷＯ　２０１２／１５３８６６　Ａ１）
、国際公開第２０１２／１５３８６５号（ＷＯ　２０１２／１５３８６５　Ａ１）、特開
２０１２－２２１５７４号公報（ＪＰ　２０１２－２２１５７４　Ａ）、特開２０１２－
２２１５７５号公報（ＪＰ　２０１２－２２１５７５　Ａ）、特開２０１２－２１９１０
９号公報（ＪＰ　２０１２－２１９１０９　Ａ）、特開２０１２－０７９６３９号公報（
ＪＰ　２０１２　０７９６３９　Ａ）、国際公開第２０１２／０２９５５６号（ＷＯ　２
０１２／０２９５５６　Ａ１）、国際公開第２０１２／１５３８６５号（ＷＯ　２０１２
／１５３８６５　Ａ１）、特開２０１１－２５２１０６号公報（ＪＰ　２０１１－２５２
１０６　Ａ）、特開２０１１－０７４３１７号公報（ＪＰ　２０１１－０７４３１７　Ａ
）、特開２０１１－１６５４３３号公報（ＪＰ　２０１１－１６５４３３　Ａ）、国際公
開第２０１１／０３４１１７号（ＷＯ　２０１１／０３４１１７　Ａ１）、国際公開第２
０１０／１４０５１２号（ＷＯ　２０１０／１４０５１２　Ａ１）、国際公開第２０１０
／１０４００２号（ＷＯ　２０１０／１０４００２　Ａ１）、特開２０１０－２３８４０
３号公報（ＪＰ　２０１０－２３８４０３　Ａ）、特開２０１０－１６３５５１号公報（
ＪＰ　２０１０－１６３５５１　Ａ）、特開２０１０－１１４０４２号公報（ＪＰ　２０
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１０－１１４０４２　Ａ）、国際公開第２０１０／００２００２号（ＷＯ　２０１０／０
０２００２　Ａ１）、国際公開第２００９／０３８１２５号（ＷＯ　２００９／０３８１
２５　Ａ１）、特開２００９－２９８８７３号公報（ＪＰ　２００９－２９８８７３　Ａ
）、国際公開第２００４／０７７５９３号（ＷＯ　２００４／０７７５９３　Ａ１）、国
際公開第２００９／１４５２２５号（ＷＯ　２００９／１４５２２５　Ａ１）、特開２０
０９－２３８６１２号公報（ＪＰ　２００９－２３８６１２　Ａ）、特開２００９－２３
０９５１号公報（ＪＰ　２００９－２３０９５１　Ａ）、特開２００９－２０５９１８号
公報（ＪＰ　２００９－２０５９１８　Ａ）、特開２００８－２３４９０９号公報（ＪＰ
　２００８－２３４９０９　Ａ）、特開２００８－２１８３２６号公報（ＪＰ　２００８
－２１８３２６　Ａ）、国際公開第２００８／０９９５５７号（ＷＯ　２００８／０９９
５５７　Ａ１）、国際公開第２００７／１４１９１３号（ＷＯ　２００７／１４１９１３
　Ａ１）、米国特許出願公開第２００２／００４１９９５号明細書（ＵＳ　２００２／０
０４１９９５　Ａ１）、欧州特許出願公開第１１２８４５３号明細書（ＥＰ　１１２８４
５３　Ａ２）、Ａ．　Ｖｌａｄ，　Ｊ．　Ｒｏｌｌａｎｄ，　Ｇ．　Ｈａｕｆｆｍａｎ，
　Ｂ．　Ｅｒｎｏｕｌｄ，　Ｊ．　Ｆ．　Ｇｏｈｙ，　ＣｈｅｍＳｕｓＣｈｅｍ　２０１
５，　８，　１６９２－１６９６。米国特許出願公開第２００２／００４１９９５号明細
書（ＵＳ　２００２／００４１９９５　Ａ１）および特開２００２－１１７８５２号公報
（ＪＰ　２００２－１１７８５２　Ａ）には、有機フェノキシルラジカルまたはガルビノ
キシルラジカルを有する例示的なポリマー化合物が記載されている。
【０００３】
　また、キノンを有するポリマー化合物（特開２００９－２１７９９２号公報（ＪＰ　２
００９－２１７９９２　Ａ）、国際公開第２０１３／０９９５６７号（ＷＯ　２０１３／
０９９５６７　Ａ１）、国際公開第２０１１／０６８２１７号（ＷＯ　２０１１／０６８
２１７　Ａ１）、ジオンを有するポリマー化合物（特開２０１０－２１２１５２号公報（
ＪＰ　２０１０－２１２１５２　Ａ））、またジシアノジイミンを有するポリマー化合物
（特開２０１２－１９０５４５号公報（ＪＰ　２０１２－１９０５４５　Ａ）、特開２０
１０－５５９２３号公報（ＪＰ　２０１０－５５９２３　Ａ））も、電荷を貯蔵するため
の活性単位として知られている。
【０００４】
　他の刊行物には、Ｌｉイオン電池用の「レドックスシャトル」添加剤としてのジアルコ
キシベンゼン誘導体の使用（国際公開第２０１１／１４９９７０号（ＷＯ　２０１１／１
４９９７０　Ａ２））や、電荷貯蔵体としてのジアルコキシベンゼンを含むポリマー（Ｐ
．　Ｎｅｓｖａｄｂａ，　Ｌ．　Ｂ．　Ｆｏｌｇｅｒ，　Ｐ．　Ｍａｉｒｅ，　Ｐ．　Ｎ
ｏｖａｋ，　Ｓｙｎｔｈ．Ｍｅｔ．　２０１１，　１６１，　２５９－２６２；　Ｗ．　
Ｗｅｎｇ，　Ｚ．Ｃ．　Ｚｈａｎｇ，　Ａ．　Ａｂｏｕｉｍｒａｎｅ，　Ｐ．Ｃ．　Ｒｅ
ｄｆｅｒｎ，　Ｌ．Ａ．　Ｃｕｒｔｉｓｓ，　Ｋ．　Ａｍｉｎｅ，　Ａｄｖ．　Ｆｕｎｃ
ｔ．　Ｍａｔｅｒ．　２０１２，　２２，　４４８５－４４９２）が記載されている。
【０００５】
　さらに、チアントレン単位を含むポリマーのさらなる物質クラスが存在する。これらは
、様々な技術分野で、例えばガス貯蔵のためのネットワークや高屈折率材料として記載さ
れている。対応する刊行物または特許は、例えばＰ．　Ｃ．　Ｂｉｚｚａｒｒｉ，　Ｃ．
　Ｄｅｌｌａｃａｓａ，　Ｍｏｌ．　Ｃｒｙｓｔ．　Ｌｉｑ．　Ｃｒｙｓｔ．　１９８５
，　１１８，　２４５－２４８；　Ｌ．　Ｃ．　Ｄｕｎｎ，　Ｗ．　Ｔ．　Ｆｏｒｄ，　
Ｎ．　Ｈｉｌａｌ，　Ｐ．　Ｓ．　Ｖｉｊａｙａｋｕｍａｒ，　Ｈ．　Ａ．　Ｐｏｈｌ，
　Ｊ．　Ｐｏｌｙｍ．　Ｓｃｉ．　Ｐｏｌ．　Ｐｈｙｓ．　１９８４，　２２，　２２４
３－２２６０；　Ｔ．　Ｙａｍａｍｏｔｏ，　Ｔ．　Ｏｋｕｄａ，　Ｊ．　Ｅｌｅｃｔｒ
ｏａｎａｌ．　Ｃｈｅｍ．　１９９９，　４６０，　２４２－２４４；　Ｙ．　Ｓｕｚｕ
ｋｉ，　Ｋ．　Ｍｕｒａｋａｍｉ，　Ｓ．　Ａｎｄｏ，　Ｔ．　Ｈｉｇａｓｈｉｈａｒａ
，　Ｍ．　Ｕｅｄａ，　Ｊ．　Ｍａｔｅｒ．　Ｃｈｅｍ．　２０１１，　２１，　１５７
２７－１５７３１；国際公開第２００９／１０６１９８号（ＷＯ　２００９／１０６１９
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Ａ１）、特開２０１２－１７７０５７号公報（ＪＰ　２０１２－１７７０５７　Ａ）、独
国特許出願公開第３５２０１０２号明細書（ＤＥ　３５２０１０２　Ａ１）、特開２０１
２－１７７０５７号公報（ＪＰ　２０１２－１７７０５７　Ａ）、独国特許出願公開第１
９５３２５７４号明細書（ＤＥ　１９５３２５７４　Ａ１）、独国特許発明第１９７３３
８８２号明細書（ＤＥ　１９７３３８８２　Ｃ２）、国際公開第２０１２／１７２１７７
号（ＷＯ　２０１２／１７２１７７　Ａ１）である。従来技術で記載されているチアント
レン含有ポリマーの大半は、チアントレン構造が主鎖に存在するものである。他の刊行物
には、チアントレン単位を側鎖に有するポリマーが記載されている。これらの刊行物のほ
とんどは、これらのポリマーの高屈折率について論じている（欧州特許出願公開第０３２
０９５４号明細書（ＥＰ　０３２０９５４　Ａ２）、国際公開第２０１２／１７２１７７
号（ＷＯ　２０１２／１７２１７７　Ａ１）、米国特許出願公開第２０１１／０１８３２
６３号明細書（ＵＳ　２０１１／０１８３２６３　Ａ１）、Ｈ．　Ｈｏｐｆｆ，　Ｈ．　
Ｇｕｔｅｎｂｅｒｇ，　Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌ．　Ｃｈｅｍ．　１９６３，　６０，
　１２９－１３８）。
【０００６】
　さらに、非ポリマーのチアントレン誘導体がリチウムイオン電池用添加剤としても使用
されており、これは、リチウムイオン電池の過充電の防止（米国特許出願公開第５，８５
８，５７３号明細書（ＵＳ　５，８５８，５７３　Ａ）、国際公開第２０１０／０９６４
０４号（ＷＯ　２０１０／０９６４０４　Ａ２）、欧州特許出願公開第０８２５６６３号
明細書（ＥＰ　０８２５６６３　Ａ２）、Ｓ．Ａ．　Ｏｄｏｍ，　Ｓ．　Ｅｒｇｕｎ，　
Ｐ．Ｐ．　Ｐｏｕｄｅｌ，　Ｓ．Ｒ．　Ｐａｒｋｉｎ，　Ｅｎｅｒｇ．　Ｅｎｖｉｒｏｎ
．　Ｓｃｉ．　２０１４，　７，　７６０－７６７．）、またはその耐熱性の向上（特開
２００１－３０７７３８号公報（ＪＰ　２００１－３０７７３８　Ａ））を目的としてい
る。さらに、チアントレンラジカルは、電荷を貯蔵するための非ポリマー化合物として使
用されていた（米国特許出願公開第２００２／００４１９９５号明細書（ＵＳ　２００２
／００４１９９５　Ａ１））。
【０００７】
　Ｍ．Ｅ．　Ｓｐｅｅｒ，　Ｍ．　Ｋｏｌｅｋ，　Ｊ．Ｊ．　Ｊａｓｓｏｙ，　Ｊ．　Ｈ
ｅｉｎｅ，　Ｍ．　Ｗｉｎｔｅｒ，　Ｐ．Ｍ．　Ｂｉｅｋｅｒ，　Ｂ．　Ｅｓｓｅｒ，　
Ｃｈｅｍ．　Ｃｏｍｍｕｎ．　２０１５，　５１，　１５２６１－１５２６４（以下、「
Ｓｐｅｅｒら」と省略）の文献には、側鎖にチアントレン単位を有し、主鎖にノルボルネ
ニル単位を有する、電気的作動貯蔵体における活物質として使用されるポリマーが記載さ
れている。これらのチアントレン含有ポリマーによって、例えばニトロキシドベースの電
池に比べてより高電圧が可能となるため、該ポリマーは、他の有機カソード材料と比較し
て酸化還元電位が高いことを特徴とする。
【０００８】
　しかし、Ｓｐｅｅｒらが記載しているチアントレン含有ポリマーは、サイクル安定性が
低く、低容量であることが観察された。これにより自動的に比エネルギーが低くなる。
【０００９】
　したがって本発明の課題は、従来技術に記載されたチアントレン含有ポリマーよりも高
容量でかつサイクル安定性が高いポリマーを提供することであった。そして今や、上述の
課題を解決するチアントレン含有ポリマーの開発に至った。
【００１０】
　発明の詳細な説明
　１．１）　したがって本発明は、第１の態様において、電荷貯蔵体用のレドックス活性
電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
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【化１】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ
６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、－ＮＯ２、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯ
Ｒ８、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、－ＯＰ（＝
Ｏ）（Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、
－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１５）（ＯＲ１６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（
Ｏ）２ＯＲ１７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換
の脂肪族基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の
内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カル
ボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つの
基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６、Ｒ１７は、互
いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換された
または非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基
の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カ
ルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つ
の基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、金属カチオン、有機カチオンからなる群から選択され、好ましくは、アルカリ
金属カチオン、アルカリ土類金属カチオン、遷移金属カチオン、テトラアルキルアンモニ
ウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアル
キルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、アミノエーテル、カルボニル、カルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸
エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６
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－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－、－
ＮＨ－、－Ｎアルキル－から選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル
、カルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも
１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１１】
　１．２）　本発明は、第１の態様の特別な一実施形態において、電荷貯蔵体用のレドッ
クス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化２】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ
６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－Ｃ
（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－

（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝
Ｏ）（ＯＲ１５）（ＯＲ１６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ
１７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基
からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部には、
ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも
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Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６、Ｒ１７は、互
いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換された
または非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基
の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択され
る少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、アルカリ金属カチオン、アルカリ土類金属カチオン、遷移金属カチオン、テト
ラアルキルアンモニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウ
ムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、ここで、アル
カリ金属カチオンは好ましくは、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋からなる群から選択され、アルカ
リ土類金属カチオンは好ましくは、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋からなる群から選択され、遷移金
属カチオンは好ましくは、鉄カチオン、亜鉛カチオン、水銀カチオン、ニッケルカチオン
、カドミウムカチオンからなる群から選択され、テトラアルキルアンモニウムカチオン、
モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンのアルキル基
は、互いに独立してそれぞれ好ましくは、炭素原子を１～３０個有し、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－、－
ＮＨ－、－Ｎアルキル－から選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択
される少なくとも１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１２】
　１．３）　本発明は、第１の態様の好ましい一実施形態において、電荷貯蔵体用のレド
ックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
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【化３】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ
１２、－ＳＲ１３、置換されたまたは非置換のフェニル基、置換されたまたは非置換の脂
肪族基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部
には、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基
が存在してもよく、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－

（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ２４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝
Ｏ）（ＯＲ２５）（ＯＲ２６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ
２７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基
からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部には、
ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも
１つの基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４、Ｒ２

５、Ｒ２６、Ｒ２７は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複
素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換され
たまたは非置換の脂肪族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホ
ン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｆｅ３＋

、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋、テトラアルキルアンモ
ニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジア
ルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、ここで、テトラアルキルアンモ
ニウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチ
オンのアルキル基は、互いに独立してそれぞれ、炭素原子を１～１０個有し、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
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記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、エーテル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在して
もよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１３】
　１．４）　本発明は、第１の態様のより好ましい一実施形態において、電荷貯蔵体用の
レドックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化４】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、置換されたまたは非置換
のフェニル基、置換されたまたは非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～
１０個有する基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアルキ
ル基の内部には、エーテル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在して
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前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－（Ｍｚ＋

）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ２４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ
Ｒ２５）（ＯＲ２６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ２７、置
換されたまたは非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基か
らなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアルキル基の内部には、
エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在
してもよく、
Ｒ８、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４、Ｒ２５、Ｒ２６、Ｒ２７は、
互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換され
たまたは非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基から選択
され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアルキル基の内部には、ジスルフィド、エ
ーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在し
てもよく、
Ｍｚ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｆｅ３＋

、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋からなる群から選択され
、
ｚは、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｈｇ＋の場合にはそれぞれ１であり、
ｚは、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｃｄ２＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｆｅ２＋の場合
にはそれぞれ２であり、
ｚは、Ｆｅ３＋、Ｎｉ３＋の場合には３であり、
ｚは、Ｎｉ４＋の場合には１であり、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であって好ましくはフェニレ
ンもしくはトリレンであるか、または置換されたもしくは非置換の２価のアルキレンもし
くはアルケニレン基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基であり、ここで、
前記置換されたもしくは非置換のアルキレンもしくはアルケニレン基の内部には、エーテ
ル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１４】
　１．５）　本発明は、第１の態様のなおより好ましい一実施形態において、電荷貯蔵体
用のレドックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
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【化５】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、置換されたまたは非置換のフェニル基、置換された
または非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群
から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、置換されたまたは非置換のアル
キル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非
置換のアルキル基であって特に炭素原子を１～１０個有する基、好ましくは、置換された
または非置換のアルキル基であってより好ましくは炭素原子を１～１０個有する基から選
択され、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、置換されたまたは非置換の２価のアルキレンまたはアルケ
ニレン基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１５】
　１．６）　本発明は、第１の態様のなおさらにより好ましい一実施形態において、電荷
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貯蔵体用のレドックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化６】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、非置換のまたはアルキル、アルケニル、アルキニル
から選択される基で置換されたフェニル基、置換されたまたは非置換のアルキル基であっ
て好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、置換されたまたは非置換のアル
キル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非
置換のアルキル基であって特に炭素原子を１～１０個有する基、好ましくは、置換された
または非置換のアルキル基であってより好ましくは炭素原子を１～１０個有する基から選
択され、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、置換されたまたは非置換の２価のアルキレンまたはアルケ
ニレン基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
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【００１６】
　１．７）　本発明は、第１の態様のなおより好ましい一実施形態において、電荷貯蔵体
用のレドックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化７】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＥ、ＲＦは、互いに独立してそれぞれ、水素、－ハロゲン、
アルキル基であって好ましくは炭素原子を１～６個有する基からなる群から選択され、
前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、－ハロゲン、アルキル基であって
好ましくは炭素原子を１～６個有する基、－ＣＯＯＲ８、非置換の、またはアルキルであ
って好ましくは炭素原子を１～１０個有する基、アルケニルであって好ましくは炭素原子
を２～１０個有する基から選択される基で置換されたフェニル基、－ＣＮからなる群から
選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、アルキル基であって好ましくは
炭素原子を１～６個有する基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、アルキル基であって
好ましくは炭素原子を１～６個有する基から選択され、好ましくは、アルキル基であって
より好ましくは炭素原子を１～６個有する基であり、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、炭素原子を１～６個有するアルキレン基、アルケニレン基
であって好ましくは炭素原子を１～６個有する基からなる群から選択され、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１７】
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　１．８）　本発明は、第１の態様の最も好ましい実施形態において、電荷貯蔵体用のレ
ドックス活性電極材料としてのポリマーＰの使用に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化８】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＥ、ＲＦは、互いに独立してそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃｌ
からなる群から選択され、好ましくは、ＲＡ＝ＲＢ＝ＲＣ＝ＲＥ＝ＲＦ＝水素であり、
前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃｌ、フェニル基、少な
くとも１つのビニル基で置換されたフェニル基、特にちょうど１つのビニル基で置換され
たフェニル基からなる群から選択され、好ましくは、前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立し
てそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃｌ、フェニル基からなる群から選択され、なおより好まし
くは、ＲＤ＝ＲＧ＝水素であり、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－Ｆ、－Ｃｌ、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、炭素原子を１～６個有するアルキル基からなる
群から選択され、好ましくは、Ｒ１＝Ｒ２＝Ｒ３＝Ｒ４＝Ｒ５＝Ｒ６＝Ｒ７＝水素であり
、
前記基Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、炭素原子を１～６個有するアルキル
基から選択され、
Ｘは、直接結合、＆－Ｏ－ＣＨ＝ＣＨ－＆＆、＆－ＣＨ＝ＣＨ－Ｏ－＆＆、＆－Ｏ－ＣＨ

２－ＣＨ＝ＣＨ－＆＆、＆－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ２－Ｏ－＆＆、フェニレン、＆－ＣＨ２－
フェニレン－＆＆、＆－フェニレン－ＣＨ２－＆＆、炭素原子を１～６個有するアルキレ
ン基からなる群から選択され、好ましくは、Ｘは、直接結合であり、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【００１８】
　なおより好ましくは、本発明の第１の態様の上述の実施形態において、Ｒ１は、Ｒ２に
対してメタ位にあり、Ｘとつながった結合は、Ｒ２に対してオルト位にある。
【００１９】
　本発明の第１の態様における本発明によるポリマーは、Ｓｐｅｅｒらによって記載され
たポリマーとは対照的に、ポリエチレン由来の骨格を有する。驚くべきことに、本発明に
よるポリマーは、さらなる充放電サイクルを経た後であっても対応する電池がより高容量
となる（「サイクル安定性」とも呼ばれる）電池における使用に適していることが判明し
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た。
【００２０】
　本発明の第１の態様における本発明によるポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構
造（Ｉ）の繰返し単位を含む。
【００２１】
　ここで、ｎは、４以上の整数であり、特に４以上５０００以下の整数であり、好ましく
は１０以上１０００以下の整数であり、なおより好ましくは２０以上１０００以下の整数
であり、なおより好ましくは５０以上１０００以下の整数であり、なおさらにより好まし
くは１００以上１０００以下の整数である。
【００２２】
　ここで、ｍは、０以上の整数であり、特に０以上５０００以下の整数であり、好ましく
は０以上１０００以下の整数であり、特に好ましくは、ｍは、０である。
【００２３】
　ここで、本発明の第１の態様におけるポリマーＰの平均分子量（ポリスチレン標準によ
るサイズ排除クロマトグラフィー；ＤＩＮ　５５６７２－２：２０１５－０２により測定
）は、特に７００～２００００００ｇ／モルであり、好ましくは１０００～１０００００
０ｇ／モルであり、より好ましくは３０００～３０００００ｇ／モルであり、なおより好
ましくは３５５００ｇ／モルである。本発明の第１の態様における化学構造（Ｉ）の繰返
し単位は、ポリマーＰ内で同じであるかまたは少なくとも部分的に互いに異なる。
【００２４】
　「少なくとも部分的に互いに異なる」とは、本発明の趣意においては、ポリマーＰにお
いて化学構造（Ｉ）の少なくとも２つの繰返し単位が、互いに異なることを意味する。特
にこのことは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位のうち少なくとも２つ
について、基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ
５、Ｒ６、Ｒ７、Ｘのうちの少なくとも１つが異なり、かつ／またはチアントレン環上の
Ｒ１の位置が異なり、かつ／またはｍの値が異なることを意味する。
【００２５】
　ここで、ポリマーＰ内の化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連
結は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」
によって示される結合と連結するように行われている。
【００２６】
　本発明では、化学式（Ｉ）において、基Ｒ１および基Ｘは、それぞれ結合を介してチア
ントレン基と結合しており、各結合は、チアントレン基に突き出るように示されている。
これは、化学構造（Ｉ）に関して以下の２つの選択肢が包含されることを意味する。
【００２７】
　（ｉ）Ｒ１は、化学構造（Ｉ）においてＲ２に対してメタ位にあり、Ｘとつながった結
合は、Ｒ２に対してオルト位で結合している。
【００２８】
　（ｉｉ）Ｒ１は、化学構造（Ｉ）においてＲ２に対してオルト位にあり、Ｘとつながっ
た結合は、Ｒ２に対してメタ位で結合している。
【００２９】
　ここで、選択肢（ｉ）の方が好ましい。
【００３０】
　本発明によるポリマーについて化学構造（Ｉ）において「＊」で規定される結合に存在
する、本発明によるポリマーの第１の繰返し単位の末端基や、本発明によるポリマーにつ
いて化学構造（Ｉ）において「＊＊」で規定される結合に存在する、本発明によるポリマ
ーのｎ個目の繰返し単位の末端基は、特に制限されず、これらの末端基は、特に本発明に
より使用されるポリマーの製造方法で用いられる重合法から得られる。よってこれは、開
始剤の分解フラグメントや繰返し単位の分解フラグメントであり得る。これらの末端基は
好ましくは、水素、ハロゲン、ヒドロキシ、非置換のまたは－ＣＮ、－ＯＨ、ハロゲンで
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置換された脂肪族基（特に、非置換のまたは相応して置換されたアルキル基であり得る）
、（複素）芳香族基から選択され、この（複素）芳香族基は好ましくは、フェニル基、ベ
ンジル基またはα－ヒドロキシベンジルである。
【００３１】
　Ｘの場合、「＆＆」とは、Ｘとチアントレン環との結合を表し、「＆」とは、ＸとＲＡ

とを連結する結合を表す。
【００３２】
　本発明の趣意において「－ハロゲン」とは、－Ｆ、－Ｃｌ、－Ｂｒ、－Ｉを意味し、好
ましくは－Ｆ、－Ｃｌを意味する。
【００３３】
　「モノアルキルイミダゾリウムカチオン」とは特に、１－モノアルキルイミダゾリウム
カチオン、すなわちイミダゾリウム環の窒素原子の１つにアルキル基が結合したイミダゾ
リウムカチオンを意味する。
【００３４】
　「ジアルキルイミダゾリウムカチオン」とは特に、１，３－ジアルキルイミダゾリウム
カチオン、すなわちイミダゾリウム環の２つの窒素原子にそれぞれアルキル基が結合した
イミダゾリウムカチオンを意味する。
【００３５】
　本発明の趣意において脂肪族基とは、非環状または環状の、飽和または不飽和の、分岐
状または非分岐状の、非芳香族炭化水素基である。
【００３６】
　脂肪族基は、１価または２価であってよい。脂肪族基が１価である場合、これはつまり
、該脂肪族基が、その炭素原子のうちの１つのみを介して残りの分子と結合していること
を意味する。１価の炭化水素基は特に、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アル
キニル基または飽和もしくは不飽和のシクロアルキル基から選択される炭化水素基である
。不飽和シクロアルキル基は、二重結合が存在する場合には「シクロアルケニル基」と呼
ばれ、三重結合が存在する場合には「シクロアルキニル基」と呼ばれる。
【００３７】
　２価の脂肪族基は、同じまたは２つの異なる炭素原子から出た２つの結合を介して残り
の分子と結合している。２価の炭化水素基は特に、アルキレン基、アルケニレン基、アル
キニレン基または飽和もしくは不飽和のシクロアルキレン基から選択される炭化水素基で
ある。不飽和シクロアルキレン基は、二重結合が存在する場合には「シクロアルケニレン
基」と呼ばれ、三重結合が存在する場合には「シクロアルキニレン基」と呼ばれる。
【００３８】
　本発明において明示的に２価と呼ばない場合、本発明の趣意における「脂肪族基」とい
う呼称は、１価の脂肪族基であると理解されるべきである。
【００３９】
　本発明の趣意において、「アルキル基」は、非分岐状または分岐状であり、一般化学構
造（ａ）：
【化９】

を有する１価の飽和炭化水素基である。
【００４０】
　ここで「－ＣｗＨ２ｗ＋１」という炭素原子鎖は、直鎖状であってよく、その場合、該
炭素原子鎖は、非分岐状アルキル基である。しかし、該炭素原子鎖は分岐を有してもよく
、この場合、該炭素原子鎖は、分岐状アルキル基である。
【００４１】
　ここで化学構造（ａ）におけるｗは、整数であり、特に１～３０の範囲の整数であり、
好ましくは１～１８の範囲の整数であり、より好ましくは１～１２の範囲の整数であり、
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なおより好ましくは１～１０の整数であり、なおさらにより好ましくは１～８の整数であ
り、最も好ましくは１～６の範囲の整数である。ｗは、炭素原子を１～３０個有する非分
岐状または分岐状のアルキル基の場合、１～３０の範囲から選択されている。ｗは、炭素
原子を１～１８個有する非分岐状または分岐状のアルキル基の場合、１～１８の範囲から
選択されている。ｗは、炭素原子を１～１２個有する非分岐状または分岐状のアルキル基
の場合、１～１２の範囲から選択されている。ｗは、炭素原子を１～１０個有する非分岐
状または分岐状のアルキル基の場合、１～１０の範囲から選択されている。ｗは、炭素原
子を１～８個有する非分岐状または分岐状のアルキル基の場合、１～８の範囲から選択さ
れている。ｗは、炭素原子を１～６個有する非分岐状または分岐状のアルキル基の場合、
１～６の範囲から選択されている。
【００４２】
　本発明の趣意において、「炭素原子を１～３０個有する非分岐状または分岐状のアルキ
ル基」は特に、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブ
チル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブ
チル、３－メチルブチル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、２，
２－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ｎ－ヘキシル、１－メチルペンチル、２－
メチルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、
１，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－
ジメチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，
１，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチ
ルプロピル、１－エチル－２－メチルプロピル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチル、ｎ－ノニ
ル、ｎ－デシル、ｎ－ウンデシル、ｎ－ドデシル、ｎ－トリデシル、ｎ－テトラデシル、
ｎ－ペンタデシル、ｎ－ヘキサデシル、ｎ－ヘプタデシル、ｎ－オクタデシル、ｎ－ノナ
デシル、ｎ－エイコシル、ｎ－ヘンエイコシル、ｎ－ドコシル、ｎ－トリコシル、ｎ－テ
トラコシル、ｎ－ペンタコシル、ｎ－ヘキサコシル、ｎ－ヘプタコシル、ｎ－オクトコシ
ル、ｎ－ノナコシル、ｎ－トリコンチルから選択されている。
【００４３】
　本発明の趣意において、「炭素原子を１～１８個有する非分岐状または分岐状のアルキ
ル基」は特に、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブ
チル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブ
チル、３－メチルブチル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、２，
２－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ｎ－ヘキシル、１－メチルペンチル、２－
メチルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、
１，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－
ジメチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，
１，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチ
ルプロピル、１－エチル－２－メチルプロピル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチル、ｎ－ノニ
ル、ｎ－デシル、ｎ－ウンデシル、ｎ－ドデシル、ｎ－トリデシル、ｎ－テトラデシル、
ｎ－ペンタデシル、ｎ－ヘキサデシル、ｎ－ヘプタデシル、ｎ－オクタデシルからなる群
から選択されている。
【００４４】
　本発明の趣意において、「炭素原子を１～１２個有する非分岐状または分岐状のアルキ
ル基」は特に、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブ
チル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブ
チル、３－メチルブチル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、２，
２－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ｎ－ヘキシル、１－メチルペンチル、２－
メチルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、
１，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－
ジメチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，
１，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチ
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ルプロピル、１－エチル－２－メチルプロピル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチル、ｎ－ノニ
ル、ｎ－デシル、ｎ－ウンデシル、ｎ－ドデシルからなる群から選択されている。
【００４５】
　本発明の趣意において、「炭素原子を１～１０個有する非分岐状または分岐状のアルキ
ル基」は特に、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブ
チル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブ
チル、３－メチルブチル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、２，
２－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ｎ－ヘキシル、１－メチルペンチル、２－
メチルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、
１，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－
ジメチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，
１，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチ
ルプロピル、１－エチル－２－メチルプロピル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチル、ｎ－ノニ
ル、ｎ－デシルからなる群から選択されている。
【００４６】
　本発明の趣意において、「炭素原子を１～８個有する非分岐状または分岐状のアルキル
基」は特に、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチ
ル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブチ
ル、３－メチルブチル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、２，２
－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ｎ－ヘキシル、１－メチルペンチル、２－メ
チルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、１
，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－ジ
メチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，１
，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチル
プロピル、１－エチル－２－メチルプロピル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチルからなる群か
ら選択されている。
【００４７】
　本発明の趣意において、「炭素原子を１～６個有する非分岐状または分岐状のアルキル
基」は特に、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチ
ル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、１－メチルブチル、２－メチルブチ
ル、３－メチルブチル、１，１－ジメチルプロピル、１，２－ジメチルプロピル、２，２
－ジメチルプロピル、１－エチルプロピル、ｎ－ヘキシル、１－メチルペンチル、２－メ
チルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、１，１－ジメチルブチル、１
，２－ジメチルブチル、１，３－ジメチルブチル、２，２－ジメチルブチル、２，３－ジ
メチルブチル、３，３－ジメチルブチル、１－エチルブチル、２－エチルブチル、１，１
，２－トリメチルプロピル、１，２，２－トリメチルプロピル、１－エチル－１－メチル
プロピル、１－エチル－２－メチルプロピルからなる群から選択されている。
【００４８】
　炭素原子を１～３０個有するアルキル基は、本発明によれば特に、炭素原子を１～１８
個、好ましくは１～１２個、より好ましくは１～１０個、なおより好ましくは１～８個、
最も好ましくは１～６個有するアルキル基である。
【００４９】
　炭素原子を１～６個有するアルキル基は、本発明によれば特に、炭素原子を１～４個有
するアルキル基であり、なおより好ましくはメチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピ
ル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチルから選択されている。
【００５０】
　本発明の趣意において「アルケニル基」は、非分岐状または分岐状であり、アルキル基
から、該アルキル基の少なくとも１つのＣＨ－ＣＨ単結合をＣ＝Ｃ二重結合で置換するこ
とによって得られる。アルケニル基は本発明によれば、炭素原子を特に２～１０個、好ま
しくは２～６個、より好ましくは２～４個、なおより好ましくは２個（その場合、アルケ
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ニル基はビニルである）または３個（その場合、アルケニル基は、好ましくはアリルであ
る）有し、最も好ましくはビニルである。
【００５１】
　本発明の趣意において「アルキニル基」とは、非分岐状または分岐状であり、アルキル
基から、該アルキル基の少なくとも１つのＣＨ２－ＣＨ２単結合をＣ≡Ｃ三重結合で置換
することによって、またはアルケニル基から、該アルケニル基の少なくとも１つのＣＨ＝
ＣＨ二重結合をＣ≡Ｃ三重結合で置換することによって得られる。アルキニル基は本発明
によれば、炭素原子を特に２～１０個、好ましくは２～６個、より好ましくは２～４個、
なおより好ましくは２個（その場合、アルキニル基はエチニルである）または３個有し、
最も好ましくはエチニルである。
【００５２】
　飽和シクロアルキル基は、飽和環内に炭素原子が少なくとも３個存在するアルキル基で
あり、これに加えてさらにまた、環に存在しない別の炭素原子を有することができる。飽
和シクロアルキル基は、これらの環炭素原子のいずれかによって、または環内に存在しな
い炭素原子によって、残りの分子と連結されていてよい。本発明の趣意において、シクロ
アルキル基は特に、シクロプロピル、シクロブチル、シクロプロピルメチル、シクロペン
チル、シクロブチルメチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル、シクロオクチル、シクロ
ノニル、シクロデシル、シクロウンデシル、シクロドデシル、シクロトリデシル、シクロ
テトラデシル、シクロペンタデシルから選択されている。
【００５３】
　不飽和シクロアルキル基は、飽和シクロアルキル基から、該飽和シクロアルキル基の少
なくとも１つのＣＨ－ＣＨ単結合を少なくとも１つのＣ＝Ｃ二重結合で置換する（それに
よりシクロアルケニル基とする）ことによって、および／またはＣＨ２－ＣＨ２単結合を
Ｃ≡Ｃ三重結合で置換する（それによりシクロアルキニル基とする）ことによって得られ
る。
【００５４】
　本発明の趣意において、アルキレン基は特に、炭素原子を１～３０個、好ましくは１～
１２個、より好ましくは１～６個有し、本発明の趣意において、分岐状であっても非分岐
状であってもよい。本発明の趣意において「アルキレン基」とは、２価の飽和炭化水素基
をいい、これは一般化学構造（ｂ）：
【化１０】

で表すことができる。ここで、炭素原子鎖である「－ＣｘＨ２ｘ」は、直鎖状であってよ
く、その場合にこれは、非分岐状アルキレン基である。しかしこれはまた、分岐を有して
もよく、この場合にこれは、分岐状アルキレン基である。ここで、化学構造（ｂ）におけ
るｘは、整数である。
【００５５】
　ｘは、炭素原子を１～３０個有する非分岐状または分岐状のアルキレン基の場合、１～
３０の範囲から選択される。
【００５６】
　ｘは、炭素原子を１～１２個有する非分岐状または分岐状のアルキレン基の場合、１～
１２の範囲から選択される。
【００５７】
　ｘは、炭素原子を１～６個有する非分岐状または分岐状のアルキレン基の場合、１～６
の範囲から選択される。
【００５８】
　本発明によればアルキレン基は、炭素原子を特に１～６個有し、好ましくは炭素原子を
１～４個有し、なおより好ましくはメチレン、エチレン、ｎ－プロピレン、ｎ－ブチレン
から選択されている。
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【００５９】
　本発明の趣意において「アルケニレン基」は、非分岐状または分岐状であり、アルキレ
ン基から、該アルキレン基の少なくとも１つのＣＨ－ＣＨ単結合をＣ＝Ｃ二重結合で置換
することによって得られる。
【００６０】
　本発明の趣意において「アルキニレン基」とは、非分岐状または分岐状であり、アルキ
ル基から、該アルキレン基の少なくとも１つのＣＨ２－ＣＨ２単結合をＣ≡Ｃ三重結合で
置換することによって、またはアルケニレン基から、該アルケニレン基の少なくとも１つ
のＣＨ＝ＣＨ二重結合をＣ≡Ｃ三重結合で置換することによって得られる。
【００６１】
　本発明の趣意において、飽和シクロアルキレン基は、炭素原子を少なくとも３個、特に
３～３０個有する２価の飽和炭化水素基であり、これは、３～３０個の炭素原子から構成
される飽和環を少なくとも１つ有し、好ましくは化学構造（ｃ）：
【化１１】

であり、ここで、ｚ’は、特に０～２７の整数であり、ここでｚ’’は、特に０～２７の
整数であり、ｚ’’’は、特に１～２８の整数であり、これと同時に、ｚ’＋ｚ’’＋ｚ
’’’≦２８が成り立つ。
【００６２】
　本発明の趣意において、不飽和シクロアルキレン基は、飽和シクロアルキレン基から、
該飽和シクロアルキレン基の少なくとも１つのＣＨ－ＣＨ単結合をＣ＝Ｃ二重結合で置換
する（それによりシクロアルケニレン基とする）ことによって、および／または該飽和シ
クロアルキレン基のＣＨ２－ＣＨ２単結合をＣ≡Ｃ三重結合で置換する（それによりシク
ロアルキニレン基とする）ことによって得られる。
【００６３】
　本発明の趣意において「置換された脂肪族基」とは特に、該当する脂肪族基において、
該基の炭素原子に結合した水素原子が、芳香族基、複素芳香族基、－ＮＯ２、－ＣＮ、－
Ｆ、－Ｃｌ、－Ｂｒ、－Ｉ、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲＩＲＩＩ、－ＮＲＩＩＩＲＩＶ、－Ｃ（＝
Ｏ）ＯＲＶから選択される基で置換されており、好ましくは－ＮＯ２、－ＣＮ、－Ｆ、－
Ｃｌ、－Ｂｒ、－Ｉから選択される基で置換されており、なおより好ましくは－Ｆ、－Ｃ
ｌ、－Ｂｒ、－Ｉから選択される基で置換されていることを意味し、ここで、ＲＩ、ＲＩ

Ｉ、ＲＩＩＩ、ＲＩＶ、ＲＶは、Ｈ、アルキル、ハロアルキル、芳香族基、複素芳香族基
から選択される。
【００６４】
　本発明の趣意において（複素）芳香族基とは、複素芳香族または芳香族の基である。（
複素）芳香族基は、１価であってよい。すなわち該基は、その炭素原子のうちの１つのみ
を介して（芳香族基の場合）、またはその炭素原子もしくはヘテロ原子のうちの１つのみ
を介して（複素芳香族基の場合）、残りの分子と結合していてよい。
【００６５】
　あるいは（複素）芳香族基は、２価であってよい。すなわち該基は、その炭素原子のう
ちの２つを介して、残りの分子と結合していてよく（芳香族基の場合）、またはその炭素
原子のうちの２つ、そのヘテロ原子のうちの２つ、もしくはその炭素原子のうちの１つと
そのヘテロ原子のうちの１つを介して（複素芳香族基の場合）、残りの分子と結合してい
てよい。
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【００６６】
　本発明において明示的に２価と呼ばない場合、本発明の趣意において「（複素）芳香族
基」という呼称は、１価の（複素）芳香族基であると理解されるべきである。
【００６７】
　芳香族基は、炭素原子および少なくとも１つの芳香環のみを有する。芳香族基は特に、
アリール基、アラルキル基、アルカリール基から選択されている。アリール基は芳香環の
みを有し、芳香環の炭素原子を介して分子と連結されている。アリール基は好ましくは、
フェニルである。
【００６８】
　アルカリール基は、少なくとも１つの芳香環を有し、これを介してアルカリール基は残
りの分子と連結されており、それに加えて、芳香環にアルキル基も有する。アルカリール
基は好ましくは、トリルである。
【００６９】
　アラルキル基は形式上、アルキル基の水素基を、アリール基またはアルカリール基で置
換することによって生じる。アラルキル基は好ましくは、ベンジル、フェニルエチル、α
－メチルベンジルである。
【００７０】
　複素芳香族基は特に、ヘテロアリール基、ヘテロアラルキル基、アルキルヘテロアリー
ル基から選択されている。これは、芳香環内に、またはヘテロアラルキル基もしくはアル
キルヘテロアリール基の場合には芳香環内ではなくもしくは芳香環内に加えてさらに芳香
環外に、さらなる少なくとも１つのヘテロ原子、特に窒素、酸素、硫黄からなる群から選
択されるさらなる少なくとも１つのヘテロ原子を有する芳香族基である。
【００７１】
　好ましい（複素）芳香族基は、前記で規定した化学構造（ＩＩＩ）の環、アゾール、イ
ミダゾール、ピロール、ピラゾール、トリアゾール、テトラゾール、チオフェン、フラン
、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾール、オキサジアゾール、ピリジン、ピリミジ
ン、トリアジン、テトラジン、チアジン、ベンゾフラン、プリン、インドール、９－アン
トリル、９－フェナントリルからなる群から選択されている。
【００７２】
　本発明の趣意において２価の（複素）芳香族基とは、２価の芳香族基、または２価の複
素芳香族基であるが、２価の芳香族基が好ましい。
【００７３】
　本発明によれば２価の芳香族基とは、炭素原子を少なくとも６個、好ましくは６～３０
個有する２価の炭化水素基であり、そのうち少なくとも６個の炭素原子は、芳香環に存在
し、残りの炭素原子が存在する場合には、残りの炭素原子は飽和である。２価の芳香族基
は、芳香族系の炭素原子を介して、または存在する場合には飽和炭素原子を介して、残り
の分子と連結されていてよい。
【００７４】
　２価の芳香族基は好ましくは、化学構造（ｄ）：
【化１２】

であり、ここで、ｙ’は、０を上回る整数であり、好ましくは０～２４の整数であり、ｙ
’’は、０を上回る整数であり、好ましくは０～２４の整数であり、好ましくは、これと
同時にｙ’＋ｙ’’≦２４が成り立つ。
【００７５】
　２価の複素芳香族基とは、さらに少なくとも１つのヘテロ原子、特に窒素、酸素、硫黄
からなる群から選択される少なくとも１つのヘテロ原子を、芳香環内または芳香環外に、
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好ましくは芳香環内に有する２価の芳香族基であるが、しかし特に、炭素原子によって残
りの分子と連結されている。
【００７６】
　「置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基」とは、特に非置換の（複素）芳香族基
を意味し、好ましくは非置換の芳香族基を意味する。本発明の趣意において「置換された
（複素）芳香族基」とは特に、該当する（複素）芳香族基において、該基の炭素原子に結
合した水素原子が、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、ハロアルキル基、－ＮＯ

２、－ＣＮ、－Ｆ、－Ｃｌ、－Ｂｒ、－Ｉ、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲＩＲＩＩ、－ＮＲＩＩＩＲ
Ｖから選択される基で置換されており、好ましくは－ＮＯ２、－ＣＮ、－Ｆ、－Ｃｌ、炭
素原子を１～１０個有するアルキル基、炭素原子を２～１０個有するアルケニル基で置換
されていることを意味し、ここで、ＲＩ、ＲＩＩ、ＲＩＩＩ、ＲＶは、Ｈ、炭素原子を１
～１０個有するアルキル基、炭素原子を２～１０個有するアルケニル基、ハロアルキル基
であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基、芳香族基、複素芳香族基から選択さ
れる。
【００７７】
　「ここで、置換されたまたは非置換の脂肪族基（または環）の内部には、ジスルフィド
、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カルボン酸エステル、スルホ
ン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在することがある
」とは、以下のことを意味する：
　ジスルフィドの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の２つの
ｓｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、なおよ
り好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－Ｓ－Ｓ－基が存在する。
【００７８】
　エーテルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の２つのｓｐ
３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、なおより好
ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－Ｏ－基が存在する。
【００７９】
　チオエーテルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の２つの
ｓｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、なおよ
り好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－Ｓ－基が存在する。
【００８０】
　アミノエーテルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の２つ
のｓｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、なお
より好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－ＮＲ’－基（ここで、
Ｒ’は、Ｈまたは炭素原子を１～１０個有するアルキルである）が存在する。
【００８１】
　カルボニルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の２つのｓ
ｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、なおより
好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－Ｃ（＝Ｏ）－基が存在する
。
【００８２】
　カルボン酸エステルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の
２つのｓｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、
なおより好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－
基が存在する。
【００８３】
　スルホン酸エステルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の
２つのｓｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、
なおより好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－基
が存在する。
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【００８４】
　リン酸エステルの場合、脂肪族基（または環）において、少なくとも該脂肪族基の２つ
のｓｐ３混成炭素原子の間に、好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２－基の間に、なお
より好ましくは該脂肪族基の２つの－ＣＨ２ＣＨ２－基の間に、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－（
Ｗｄ＋）１／ｚ）－Ｏ－、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ’’）－Ｏ－から選択される基が存在す
る。
【００８５】
　ここでＷｄ＋は、アルカリ金属カチオン、アルカリ土類金属カチオン、遷移金属カチオ
ン、テトラアルキルアンモニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミ
ダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、ここ
で、アルカリ金属カチオンは好ましくは、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋からなる群から選択され
、アルカリ土類金属カチオンは好ましくは、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋からなる群から選択され
、遷移金属カチオンは好ましくは、鉄カチオン、亜鉛カチオン、水銀カチオン、ニッケル
カチオン、カドミウムカチオンからなる群から選択され、テトラアルキルアンモニウムカ
チオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンのア
ルキル基は、互いに独立してそれぞれ好ましくは、炭素原子を１～３０個有する。さらに
ｄは、Ｗｄ＋の正電荷数を表す。
【００８６】
　好ましくはＷｄ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２

＋、Ｆｅ３＋、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋からなる群
から選択され、ここで、
ｄは、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｈｇ＋の場合にはそれぞれ１であり、
ｄは、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｃｄ２＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｆｅ
２＋の場合にはそれぞれ２であり、
ｄは、Ｆｅ３＋、Ｎｉ３＋の場合には３であり、
ｄは、Ｎｉ４＋の場合には１である。
【００８７】
　本発明によるポリマーは、当業者によく知られた従来技術の方法によって製造すること
ができる。用いられる重合様式に応じて、モノマーの中には、非常に低コストで商業的に
入手可能な出発物質から１ステップのみの合成でクロマトグラフィーによる分離法を用い
ずに製造できるものもあり、これは、技術文献で知られている製造方法に対する明らかな
進歩を提供する。重合に際してさらなるモノマーは必要なく、また重合には高価な金属触
媒は必要なく、製造方法として簡便な重合法を用いることが可能である。この場合、高分
子量のポリマーを非常に高収率で得ることが可能である。低分子量の重合性基を導入する
ことによって、モノマーの分子量を低く抑え、かつ二次電荷貯蔵体の理論容量（分子量に
反比例）を最大にすることが可能となる。さらにこうしたポリマーにおいて、レドックス
活性基は互いに結合しておらず、その結果、電荷貯蔵体は平坦な充放電プラトーを有する
こととなる。さらに、本発明によるポリマーの酸化還元電位が高いことによって、公知の
系よりもセル電圧および比エネルギーを高めることが可能となり、また放電電圧およびサ
イクル安定性を向上させることも可能となる。
【００８８】
　本発明によるポリマーは、ホモポリマーであってもコポリマーであってもよい。ホモポ
リマーとは、１種のモノマーのみから、すなわち好ましくは以下に示すモノマー（Ｉ）’
のみから合成されたポリマーである。コポリマーとは、２種以上のモノマーから合成され
たポリマーであり、該モノマーのうち少なくとも１種は好ましくは、以下に示す構造（Ｉ
）’を有する。さらなるモノマー（「コモノマー」）としては、以下に示す構造（ＩＩ）
’のモノマーのような重合性基を１つ有するモノマーや、重合性基を２つ以上有するモノ
マー、例えばジビニルベンゼン、ジビニルチアントレンを使用することができ、これによ
って、本発明による繰返し単位がその中に存在するさらなる架橋ポリマーが得られる。そ
の場合に得られるポリマーの架橋度は、当業者に公知の方法によって、コモノマーの添加
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量によって制御することも、時間的な面で制御する（例えば、コモノマーの添加を重合の
進行後に行う）ことも可能である。２種以上のモノマーを合成に使用する場合には、本発
明によるポリマーの繰返し単位のモノマーは、ポリマー中に、ランダムに分布した状態で
存在してもよいし、ブロック状で存在してもよく、また交互に存在してもよい。
【００８９】
　したがって本発明によるポリマーＰは例えば、以下の構造（Ｉ）’の化合物を、任意に
構造（ＩＩ）’の化合物とともに、当業者に公知のアニオン重合、カチオン重合またはラ
ジカル重合させることにより、合成することができる。構造（Ｉ）’または（ＩＩ）’に
おいて、基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５

、Ｒ６、Ｒ７、Ｘはそれぞれ、前記の意味を有する。
【００９０】
【化１３】

【００９１】
　ここで、構造（Ｉ）’のモノマーのみを使用するアニオン重合、カチオン重合またはラ
ジカル重合により構造（Ｉ）のポリマーを得ることができ、こうして得られる構造（Ｉ）
のポリマーは、ｍ＝０のホモポリマーである。
【００９２】
　ここで、構造（Ｉ）’および（ＩＩ）’のモノマーを使用するアニオン重合、カチオン
重合またはラジカル重合により構造（Ｉ）のポリマー得ることができ、こうして得られる
構造（Ｉ）のポリマーは、ｍ＞０のコポリマーである。
【００９３】
　例えばＨ．　Ｈｏｐｆｆ，　Ｈ．　Ｇｕｔｅｎｂｅｒｇ，　Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌ
．　Ｃｈｅｍ．　１９６３，　６０，　１２９－１３８には、ホモポリマーＰのさらなる
合成法が記載されている。
【００９４】
　第１の態様において、ポリマーＰは、電荷貯蔵体用のレドックス活性電極材料として、
好ましくは電気エネルギーの貯蔵に、なおより好ましくは正極素子として使用される。
【００９５】
　ここでなおより好ましくは、レドックス活性電極材料は、電荷貯蔵体、特に二次電池の
ための電極素子の少なくとも部分的な表面被覆として形成されている。ここで電極素子は
、少なくとも１つの表面層および基材を含む。
【００９６】
　電気エネルギーを貯蔵するためのレドックス活性電極材料とは、電荷を例えば電子の収
容または放出によって貯蔵および再度放出可能な材料である。この材料を例えば、電荷貯
蔵体における活性電極材料として使用することができる。電気エネルギーを貯蔵するため
のこのような電荷貯蔵体は、特に二次電池（または「蓄電池」とも呼ばれる）、レドック
スフロー電池、スーパーキャパシタからなる群から選択されており、好ましくは二次電池
である。
【００９７】
　電荷貯蔵体は好ましくは、二次電池である。二次電池は、セパレータによって互いに分
離された負極と正極、また電極およびセパレータを取り囲む電解質を含む。
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　セパレータは、イオン透過性の多孔質層であり、これによって電荷平衡が可能となる。
セパレータの役割は、正極と負極とを分離すること、および電荷平衡をイオンの置換によ
って可能にすることにある。二次電池のセパレータとしては、特に多孔質材料、好ましく
はポリマー化合物、例えばポリオレフィン、ポリアミドまたはポリエステルからなる膜が
使用される。さらに、多孔質セラミック材料から構成されるセパレータを使用することが
できる。
【００９９】
　電解質の主な役割は、電荷平衡に必要なイオン伝導性を保証することである。二次電池
の電解質は、液体であってもよいし、イオン伝導性の高いオリゴマーまたはポリマーの化
合物（「ゲル電解質」または「固体電解質」）であってもよい。しかし、オリゴマーまた
はポリマーの化合物が好ましい。電解質が液状の場合、電解質は特に、１種以上の溶媒と
、１種以上の導電性塩とから構成される。
【０１００】
　電解質の溶媒は、好ましくは互いに独立して、高沸点でかつイオン伝導性が高いが低粘
度である溶媒を１種または複数種含み、これは例えばアセトニトリル、ジメチルスルホキ
シド、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチ
ルカーボネート、メチルエチルカーボネート、γ－ブチロラクトン、テトラヒドロフラン
、ジオキソラン、１，２－ジメトキシエタン、１，２－ジエトキシエタン、ジグリム、ト
リグリム、テトラグリム、酢酸エチル、１，３－ジオキソランまたは水である。
【０１０１】
　電解質の導電性塩は、式Ｍｅ＋のカチオンと式Ａｎｆ－のアニオンからなる式（Ｍｅ＋

）ａ（Ａｎｆ－）ｂのものであり、ここで、ｅおよびｆは、ＭおよびＡｎの電荷に応じた
整数であり、ａおよびｂは、導電性塩の分子組成を表す整数である。
【０１０２】
　上記導電性塩のカチオンとしては、正に帯電したイオン、好ましくは第１および第２主
族の金属のイオン、例えばリチウム、ナトリウム、カリウムまたはマグネシウムのイオン
、また副族のその他の金属のイオン、例えば亜鉛イオン、ならびに有機カチオン、例えば
第四級アンモニウム化合物、例えばテトラアルキルアンモニウム化合物が使用される。
【０１０３】
　上記導電性塩のアニオンとしては好ましくは、無機アニオン、例えばヘキサフルオロホ
スホン酸イオン、テトラフルオロホウ酸イオン、トリフラート、ヘキサフルオロヒ酸イオ
ン、ヘキサフルオロアンチモン酸イオン、テトラフルオロアルミン酸イオン、テトラフル
オロインダート、過塩素酸イオン、ビス（オキソラト）ホウ酸イオン、テトラクロロアル
ミン酸イオン、テトラクロロ没食子酸イオン、また有機アニオン、例えばＮ（ＣＦ３ＳＯ

２）２
－、ＣＦ３ＳＯ３

－、アルコラート、例えばｔｅｒｔ－ブタノラートまたはイソプ
ロピルアルコラート、またハロゲン化物イオン、例えばフッ化物イオン、塩化物イオン、
臭化物イオン、またヨウ化物イオンが使用される。
【０１０４】
　イオン液体を使用する場合、これは電解質の溶媒として、導電性塩として、また錯体電
解質として使用することができる。
【０１０５】
　２．１）　したがって本発明は、第２の態様において、導電性添加剤とポリマーＰとを
含む電極材料にも関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
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【化１４】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ
６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、－ＮＯ２、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯ
Ｒ８、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、－ＯＰ（＝
Ｏ）（Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、
－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１５）（ＯＲ１６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（
Ｏ）２ＯＲ１７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換
の脂肪族基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の
内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カル
ボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つの
基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６、Ｒ１７は、互
いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換された
または非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基
の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル、カ
ルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも１つ
の基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、金属カチオン、有機カチオンからなる群から選択され、好ましくは、アルカリ
金属カチオン、アルカリ土類金属カチオン、遷移金属カチオン、テトラアルキルアンモニ
ウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアル
キルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、アミノエーテル、カルボニル、カルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸
エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６
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－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－、－
ＮＨ－、－Ｎアルキル－から選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、アミノエーテル、カルボニル
、カルボン酸エステル、スルホン酸エステル、リン酸エステルから選択される少なくとも
１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【０１０６】
　２．２）　本発明は、第２の態様の特別な一実施形態において、導電性添加剤とポリマ
ーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化１５】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ
６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－Ｃ
（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－

（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ１４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝
Ｏ）（ＯＲ１５）（ＯＲ１６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ
１７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基
からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部には、
ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも
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１つの基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６、Ｒ１７は、互
いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換された
または非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基
の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択され
る少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、アルカリ金属カチオン、アルカリ土類金属カチオン、遷移金属カチオン、テト
ラアルキルアンモニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウ
ムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、ここで、アル
カリ金属カチオンは好ましくは、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋からなる群から選択され、アルカ
リ土類金属カチオンは好ましくは、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋からなる群から選択され、遷移金
属カチオンは好ましくは、鉄カチオン、亜鉛カチオン、水銀カチオン、ニッケルカチオン
、カドミウムカチオンからなる群から選択され、テトラアルキルアンモニウムカチオン、
モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチオンのアルキル基
は、互いに独立してそれぞれ好ましくは、炭素原子を１～３０個有し、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－、－
ＮＨ－、－Ｎアルキル－から選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択
される少なくとも１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【０１０７】
　２．３）　本発明は、第２の態様の好ましい一実施形態において、導電性添加剤とポリ
マーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
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【化１６】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＨＲ９、－ＮＲ１０Ｒ１１、－ＯＲ
１２、－ＳＲ１３、置換されたまたは非置換のフェニル基、置換されたまたは非置換の脂
肪族基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部
には、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基
が存在してもよく、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－

（Ｍｚ＋）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ２４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝
Ｏ）（ＯＲ２５）（ＯＲ２６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ
２７、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基
からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換の脂肪族基の内部には、
ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも
１つの基が存在してもよく、
Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４、Ｒ２

５、Ｒ２６、Ｒ２７は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複
素）芳香族基、置換されたまたは非置換の脂肪族基から選択され、ここで、前記置換され
たまたは非置換の脂肪族基の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエーテル、スルホ
ン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｍｚ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｆｅ３＋

、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋、テトラアルキルアンモ
ニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジア
ルキルイミダゾリウムカチオンからなる群から選択され、ここで、テトラアルキルアンモ
ニウムカチオン、モノアルキルイミダゾリウムカチオン、ジアルキルイミダゾリウムカチ
オンのアルキル基は、互いに独立してそれぞれ、炭素原子を１～１０個有し、
ｚは、Ｍｚ＋の正電荷数を表し、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基、および／ま
たは前記基Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７のうちの互いにオルト位にある少なくとも２つの基は
、それぞれ、置換されたもしくは非置換の少なくとも１つの（複素）芳香環によって、ま
たは置換されたもしくは非置換の脂肪族環によって橋かけされていてもよく、ここで、前
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記置換されたもしくは非置換の脂肪族環の内部には、ジスルフィド、エーテル、チオエー
テル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であるか、または置換された
もしくは非置換の２価の脂肪族基であり、ここで、前記置換されたもしくは非置換の脂肪
族基の内部には、エーテル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在して
もよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【０１０８】
　２．４）　本発明は、第２の態様のより好ましい一実施形態において、導電性添加剤と
ポリマーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化１７】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、－ＯＲ１２、－ＳＲ１３、置換されたまたは非置換
のフェニル基、置換されたまたは非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～
１０個有する基からなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアルキ
ル基の内部には、エーテル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在して
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前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ－（Ｍｚ＋

）１／ｚ）２、－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ２４）Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－ＯＰ（＝Ｏ）（Ｏ
Ｒ２５）（ＯＲ２６）、－Ｓ（Ｏ）２Ｏ－（Ｍｚ＋）１／ｚ、－Ｓ（Ｏ）２ＯＲ２７、置
換されたまたは非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基か
らなる群から選択され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアルキル基の内部には、
エーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在
してもよく、
Ｒ８、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３、Ｒ２４、Ｒ２５、Ｒ２６、Ｒ２７は、
互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非置換の（複素）芳香族基、置換され
たまたは非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基から選択
され、ここで、前記置換されたまたは非置換のアルキル基の内部には、ジスルフィド、エ
ーテル、チオエーテル、スルホン酸エステルから選択される少なくとも１つの基が存在し
てもよく、
Ｍｚ＋は、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｆｅ２＋、Ｆｅ３＋

、Ｃｄ２＋、Ｈｇ＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ３＋、Ｎｉ４＋からなる群から選択され
、
ｚは、Ｌｉ＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｈｇ＋の場合にはそれぞれ１であり、
ｚは、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｚｎ２＋、Ｃｄ２＋、Ｈｇ２＋、Ｎｉ２＋、Ｆｅ２＋の場合
にはそれぞれ２であり、
ｚは、Ｆｅ３＋、Ｎｉ３＋の場合には３であり、
ｚは、Ｎｉ４＋の場合には１であり、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、置換されたもしくは非置換の２価の（複素）芳香族基であって好ましくはフェニレ
ンもしくはトリレンであるか、または置換されたもしくは非置換の２価のアルキレンもし
くはアルケニレン基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基であり、ここで、
前記置換されたもしくは非置換のアルキレンもしくはアルケニレン基の内部には、エーテ
ル、チオエーテルから選択される少なくとも１つの基が存在してもよく、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【０１０９】
　２．５）　本発明は、第２の態様のより好ましい一実施形態において、導電性添加剤と
ポリマーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
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【化１８】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、置換されたまたは非置換のフェニル基、置換された
または非置換のアルキル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群
から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、置換されたまたは非置換のアル
キル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非
置換のアルキル基であって特に炭素原子を１～１０個有する基、好ましくは、置換された
または非置換のアルキル基であってより好ましくは炭素原子を１～１０個有する基から選
択され、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、置換されたまたは非置換の２価のアルキレンまたはアルケ
ニレン基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【０１１０】
　２．６）　本発明は、第２の態様のなおより好ましい一実施形態において、導電性添加
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剤とポリマーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化１９】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ＣＮ、－ハロゲン、－ＣＯＯＲ８、非置換のまたはアルキル、アルケニル、アルキニル
から選択される基で置換されたフェニル基、置換されたまたは非置換のアルキル基であっ
て好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、置換されたまたは非置換のアル
キル基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、置換されたまたは非
置換のアルキル基であって特に炭素原子を１～１０個有する基、好ましくは、置換された
または非置換のアルキル基であってより好ましくは炭素原子を１～１０個有する基から選
択され、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、＆－（Ｘ５）ｐ５－（Ｃ＝Ｙ３）ｑ３－（Ｘ６）ｐ６

－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ５、ｑ３、ｐ６はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ５＝ｐ６＝１とｑ３＝０と
は同時には成り立たず、ｐ５＝１でかつｑ３＝０である場合にはｐ６＝０であり、かつｐ
５＝ｑ３＝ｐ６＝０は成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から
選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、置換されたまたは非置換の２価のアルキレンまたはアルケ
ニレン基であって好ましくは炭素原子を１～１０個有する基からなる群から選択され、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
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【０１１１】
　２．７）　本発明は、第２の態様のなお好ましい一実施形態において、導電性添加剤と
ポリマーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化２０】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＥ、ＲＦは、互いに独立してそれぞれ、水素、－ハロゲン、
アルキル基であって好ましくは炭素原子を１～６個有する基からなる群から選択され、
前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、－ハロゲン、アルキル基であって
好ましくは炭素原子を１～６個有する基、－ＣＯＯＲ８、非置換の、またはアルキルであ
って好ましくは炭素原子を１～１０個有する基、アルケニルであって好ましくは炭素原子
を２～１０個有する基から選択される基で置換されたフェニル基、－ＣＮからなる群から
選択され、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－ハロゲン、－ＣＯＯＲ１８、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、アルキル基であって好ましくは
炭素原子を１～６個有する基からなる群から選択され、
Ｒ８、Ｒ１８、Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、水素、アルキル基であって
好ましくは炭素原子を１～６個有する基から選択され、好ましくは、アルキル基であって
より好ましくは炭素原子を１～６個有する基であり、
Ｘは、＆－（Ｘ１）ｐ１－［Ｃ＝Ｙ１］ｑ１－（Ｘ２）ｐ２－Ｂ－（Ｘ３）ｐ３－［Ｃ＝
Ｙ２］ｑ２－（Ｘ４）ｐ４－＆＆、直接結合からなる群から選択され、
ｐ１、ｑ１、ｐ２はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ１＝ｐ２＝１とｑ１＝０と
は同時には成り立たず、
ｐ３、ｑ２、ｐ４はそれぞれ、０または１であるが、ただしｐ３＝ｐ４＝１とｑ２＝０と
は同時には成り立たず、
Ｙ１、Ｙ２は、互いに独立してそれぞれ、Ｏ、Ｓから選択され、
Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４は、互いに独立してそれぞれ、－Ｏ－、－Ｓ－から選択され、
Ｂは、フェニレン、トリレン、アルキレン基であって好ましくは炭素原子を１～６個有す
る基、アルケニレン基であって好ましくは炭素原子を１～６個有する基からなる群から選
択され、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
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【０１１２】
　２．８）　本発明は、第２の態様の最も好ましい実施形態において、導電性添加剤とポ
リマーＰとを含む電極材料に関し、
ここで前記ポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位
【化２１】

を含み、ここで、
ｎは、４以上の整数であり、
ｍは、０以上の整数であり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、同じであるかまたは少なくとも
部分的に互いに異なり、
前記ポリマーＰ内の前記化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連結
は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」に
よって示される結合と連結するように行われており、
前記基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＥ、ＲＦは、互いに独立してそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃｌ
からなる群から選択され、好ましくは、ＲＡ＝ＲＢ＝ＲＣ＝ＲＥ＝ＲＦ＝水素であり、
前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立してそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃｌ、フェニル基、少な
くとも１つのビニル基で置換されたフェニル基、特にちょうど１つのビニル基で置換され
たフェニル基からなる群から選択され、好ましくは、前記基ＲＤ、ＲＧは、互いに独立し
てそれぞれ、水素、－Ｆ、－Ｃｌ、フェニル基からなる群から選択され、なおより好まし
くは、ＲＤ＝ＲＧ＝水素であり、
前記基Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７は、互いに独立してそれぞれ、水素、
－Ｆ、－Ｃｌ、－ＯＲ２２、－ＳＲ２３、炭素原子を１～６個有するアルキル基からなる
群から選択され、好ましくは、Ｒ１＝Ｒ２＝Ｒ３＝Ｒ４＝Ｒ５＝Ｒ６＝Ｒ７＝水素であり
、
前記基Ｒ２２、Ｒ２３は、互いに独立してそれぞれ、炭素原子を１～６個有するアルキル
基から選択され、
Ｘは、直接結合、＆－Ｏ－ＣＨ＝ＣＨ－＆＆、＆－ＣＨ＝ＣＨ－Ｏ－＆＆、＆－Ｏ－ＣＨ

２－ＣＨ＝ＣＨ－＆＆、＆－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ２－Ｏ－＆＆、フェニレン、＆－ＣＨ２－
フェニレン－＆＆、＆－フェニレン－ＣＨ２－＆＆、炭素原子を１～６個有するアルキレ
ン基からなる群から選択され、好ましくは、Ｘは、直接結合であり、
「＆」は、ＲＡと連結している炭素原子への結合を表し、かつ
「＆＆」は、チアントレン環への結合を表す。
【０１１３】
　なおより好ましくは、本発明の第２の態様の上述の実施形態において、Ｒ１は、Ｒ２に
対してメタ位にあり、Ｘとつながった結合は、Ｒ２に対してオルト位にある。
【０１１４】
　本発明の第２の態様における本発明によるポリマーは、Ｓｐｅｅｒらによって記載され
たポリマーとは対照的に、ポリエチレン由来の骨格を有する。驚くべきことに、本発明に
よるポリマーは、さらなる充放電サイクルを経た後であっても対応する電池がより高容量
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となる（「サイクル安定性」とも呼ばれる）電池における使用に適していることが判明し
た。
【０１１５】
　本発明の第２の態様における本発明によるポリマーＰは、ｎ個の互いに連結した化学構
造（Ｉ）の繰返し単位を含む。
【０１１６】
　ここで、ｎは、４以上の整数であり、特に４以上５０００以下の整数であり、好ましく
は１０以上１０００以下の整数である。
【０１１７】
　ここで、ｍは、０以上の整数であり、特に０以上５０００以下の整数であり、好ましく
は０以上１０００以下の整数である。
【０１１８】
　ここで、本発明の第２の態様におけるポリマーＰの平均分子量（ポリスチレン標準によ
るサイズ排除クロマトグラフィー；ＤＩＮ　５５６７２－２：２０１５－０２により測定
）は、特に７００～２００００００ｇ／モルであり、好ましくは１０００～１０００００
０ｇ／モルであり、より好ましくは３０００～３０００００ｇ／モルであり、なおより好
ましくは３５５００ｇ／モルである。
【０１１９】
　本発明の第２の態様における化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、ポリマーＰ内で同じであ
るかまたは少なくとも部分的に互いに異なる。
【０１２０】
　「少なくとも部分的に互いに異なる」とは、本発明の趣意においては、ポリマーＰにお
いて化学構造（Ｉ）の少なくとも２つの繰返し単位が、互いに異なることを意味する。特
にこのことは、ｎ個の互いに連結した化学構造（Ｉ）の繰返し単位のうち少なくとも２つ
について、基ＲＡ、ＲＢ、ＲＣ、ＲＤ、ＲＥ、ＲＦ、ＲＧ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ
５、Ｒ６、Ｒ７、Ｘのうちの少なくとも１つが異なり、かつ／またはチアントレン環上の
Ｒ１の位置が異なり、かつ／またはｍの値が異なることを意味する。
【０１２１】
　ここで、ポリマーＰ内の化学構造（Ｉ）の繰返し単位は、互いに連結されており、該連
結は、ある繰返し単位の「＊」によって示される結合が、隣接する繰返し単位の「＊＊」
によって示される結合と連結するように行われている。
【０１２２】
　本発明では、化学式（Ｉ）において、基Ｒ１および基Ｘは、それぞれ結合を介してチア
ントレン基と結合しており、各結合は、チアントレン基に突き出るように示されている。
これは、化学構造（Ｉ）に関して以下の２つの選択肢が包含されることを意味する。
【０１２３】
　（ｉ）Ｒ１は、化学構造（Ｉ）においてＲ２に対してメタ位にあり、Ｘとつながった結
合は、Ｒ２に対してオルト位で結合している。
【０１２４】
　（ｉｉ）Ｒ１は、化学構造（Ｉ）においてＲ２に対してオルト位にあり、Ｘとつながっ
た結合は、Ｒ２に対してメタ位で結合している。
【０１２５】
　ここで、本発明の第２の態様においても、選択肢（ｉ）の方が好ましい。
【０１２６】
　本発明によるポリマーについて化学構造（Ｉ）において「＊」で規定される結合に存在
する、本発明によるポリマーの第１の繰返し単位の末端基や、本発明によるポリマーにつ
いて化学構造（Ｉ）において「＊＊」で規定される結合に存在する、本発明によるポリマ
ーのｎ個目の繰返し単位の末端基は、特に制限されず、これらの末端基は、特に本発明に
よるポリマーの製造方法で用いられる重合法から得られる。よってこれは、開始剤の分解
フラグメントや繰返し単位の分解フラグメントであり得る。これらの末端基は好ましくは



(41) JP 2019-519897 A 2019.7.11

10

20

30

40

50

、水素、ハロゲン、ヒドロキシ、非置換のまたは－ＣＮ、－ＯＨ、ハロゲンで置換された
脂肪族基（特に、非置換のまたは相応して置換されたアルキル基であり得る）、（複素）
芳香族基から選択され、この（複素）芳香族基は好ましくは、フェニル基、ベンジル基ま
たはα－ヒドロキシベンジルである。
【０１２７】
　Ｘの場合、「＆＆」とは、Ｘとチアントレン環との結合を表し、「＆」とは、ＸとＲＡ

とを連結する結合を表す。
【０１２８】
　電極材料は特に、電荷貯蔵体用の電極スラリーまたは電極素子の表面コーティングであ
る。
【０１２９】
　導電性添加剤は、少なくとも１種の導電性材料であり、これは特に炭素材料、導電性ポ
リマー、金属、半金属、（半）金属化合物からなる群から選択され、好ましくは炭素材料
、導電性ポリマーから選択されている。
【０１３０】
　導電性添加剤は、より好ましくは炭素材料から選択される。炭素材料は特に、炭素繊維
、カーボンナノチューブ、グラファイト、グラフェン、カーボンブラック、フラーレンか
らなる群から選択されている。
【０１３１】
　導電性ポリマーは特に、ポリピロール、ポリアニリン、ポリフェニレン、ポリピレン、
ポリアズレン、ポリナフチレン、ポリカルバゾール、ポリインドール、ポリアゼピン、ポ
リフェニレンスルフィド、ポリチオフェン、ポリアセチレン、ポリ（３，４－エチレンジ
オキシチオフェン）ポリスチレンスルホネート（＝ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）、ポリアセン（
Ｐｏｌｙａｒｃｅｎｅ）、ポリ－（ｐ－フェニレンビニレン）からなる群から選択されて
いる。
【０１３２】
　金属は特に、亜鉛、鉄、銅、銀、金、クロム、ニッケル、スズ、インジウムからなる群
から選択されている。
【０１３３】
　半金属は特に、ケイ素、ゲルマニウム、ガリウム、ヒ素、アンチモン、セレン、テルル
、ポロニウムから選択されている。
【０１３４】
　本発明によれば「（半）金属化合物」とは、金属および半金属同士の化合物、または金
属および半金属と他の元素との化合物を意味する。（半）金属化合物は特に、亜鉛、鉄、
銅、クロム、ニッケル、スズ、インジウムの酸化物および硫化物、ゲルマニウム、ガリウ
ムのヒ化物、または例えばインジウム・スズ酸化物（ＩＴＯ）、インジウム・亜鉛酸化物
（ＩＺＯ）、アンチモン・亜鉛酸化物（ＡＺＯ）、フッ素・スズ酸化物（ＦＴＯ）もしく
はアンチモン・スズ酸化物（ＡＴＯ）といった物質から選択されている。
【０１３５】
　もう１つの好ましい実施形態において、レドックス活性電極材料は、少なくとも１種の
結合添加剤をも含む。結合添加剤は、当業者に知られており、特に結合特性を示す材料で
あり、好ましくはポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリヘキサフル
オロプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリアクリレート
、ポリメタクリレート、ポリスルホン、セルロース誘導体、ポリウレタンからなる群から
選択されるポリマーである。
【０１３６】
　本発明は、本発明の第２の態様の本発明による電極材料を含む電極（すなわち「電極素
子」）にも関する。
【０１３７】
　本発明は、本発明による電極を含む電荷貯蔵体、特に二次電池にも関する。
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【０１３８】
　ここで、レドックス活性電極材料が電荷貯蔵体用の、特に二次電池用の電極素子の少な
くとも部分的な表面コーティングとして形成されている実施形態において、電極素子は、
基材表面上に少なくとも部分的に層を有する。この層は、特に電荷を貯蔵するためのレド
ックス活性材料としての本発明によるポリマーと、特に少なくとも１種の導電性添加剤と
、特に少なくとも１種の結合添加剤とを含有する組成物を含む。
【０１３９】
　この組成物（組成物に対する別称は「コンポジット」である）の基材への施与は、当業
者に公知の方法によって可能である。特に本発明によるポリマーは、電極スラリーを用い
て基材に施与される。
【０１４０】
　電極素子の基材は特に、導電性材料、好ましくは金属、炭素材料、酸化物物質から選択
されている。
【０１４１】
　好ましくは、電極素子の基材として適した金属は、白金、金、鉄、銅、アルミニウム、
亜鉛またはこれらの金属の組合せ物から選択されている。電極素子の基材として適した好
ましい炭素材料は、ガラス状炭素、グラファイトフィルム、グラフェン、炭素シートから
選択されている。電極素子の基材として適した好ましい酸化物物質は例えば、インジウム
・スズ酸化物（ＩＴＯ）、インジウム・亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、アンチモン・亜鉛酸化物
（ＡＺＯ）、フッ素・スズ酸化物（ＦＴＯ）またはアンチモン・スズ酸化物（ＡＴＯ）、
酸化亜鉛（ＺＯ）からなる群から選択されている。
【０１４２】
　電極素子の表面層は少なくとも、電荷を貯蔵するためのレドックス活性材料としての本
発明により使用されるポリマーと、少なくとも１種の導電性添加剤と結合添加剤とを含有
する。
【０１４３】
　ここで本発明により使用されるポリマーは特に、電極素子の基材に電極スラリーで施与
される。
【０１４４】
　電極スラリーは、溶液または懸濁液であり、本発明によるポリマーと、特に上記の導電
性添加剤と、上記の結合添加剤とを含む。
【０１４５】
　電極スラリーは好ましくは、溶媒と、電気エネルギーを貯蔵するためのレドックス活性
材料を含有するさらなる構成要素（これは特に、本発明によるポリマーである）と、好ま
しくはさらに導電性添加剤と、結合添加剤とを含む。
【０１４６】
　さらなる構成要素において、電気エネルギーを貯蔵するためのレドックス活性材料（こ
れは特に、本発明によるポリマーである）の割合は好ましくは、５～１００重量％であり
、導電性添加剤の割合は、０～８０重量％、好ましくは５～８０重量％であり、結合添加
剤の割合は、０～１０重量％、好ましくは１～１０重量％であり、ここでその合計は１０
０重量％になる。
【０１４７】
　電極スラリーのための溶媒としては、互いに独立して、１種または複数種の溶媒、好ま
しくは高沸点の溶媒、より好ましくはＮ－メチル－２－ピロリドン、水、ジメチルスルホ
キシド、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ジメチルカーボネート、メチ
ルエチルカーボネート、γ－ブチロラクトン、テトラヒドロフラン、ジオキソラン、スル
ホラン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ’－ジメチルアセトアミドからなる群
から選択されるものが使用される。電気エネルギーを貯蔵するためのレドックス活性材料
、特に本発明によるポリマーの、上記の電極スラリーにおける濃度は、好ましくは１～１
００ｍｇ／ｍｌ、特に好ましくは５～５０ｍｇ／ｍｌである。
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【０１４８】
　電荷貯蔵体用レドックス活性材料として本発明により使用されるポリマーが正極素子と
して使用される場合、負極で電荷を貯蔵するためのレドックス活性材料としては、本発明
のポリマーよりも低い電気化学電位でのレドックス反応を示す材料が使用される。このよ
うな材料は好ましくは、炭素材料、特にグラファイト、グラフェン、カーボンブラック、
炭素繊維、カーボンナノチューブからなる群から選択されているもの、金属または合金、
特にリチウム、ナトリウム、マグネシウム、リチウム－アルミニウム、Ｌｉ－Ｓｉ、Ｌｉ
－Ｓｎ、Ｌｉ－Ｔｉ、Ｓｉ、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、Ｓｉ－ＳｉＯ２錯体、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｓｎ
Ｏ、ＳｎＯ２、ＰｂＯ、ＰｂＯ２、ＧｅＯ、ＧｅＯ２、ＷＯ２、ＭｏＯ２、Ｆｅ２Ｏ３、
Ｎｂ２Ｏ５、ＴｉＯ２、Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２およびＬｉ２Ｔｉ３Ｏ７から選択されている
もの、ならびに有機レドックス活性材料からなる群から選択されている。有機レドックス
活性材料の例は、安定的な有機ラジカルを有する化合物、有機硫黄単位を有する化合物、
キノン構造を有する化合物、ジオン系を有する化合物、共役カルボン酸および共役カルボ
ン酸塩、フタルイミド構造またはナフタルイミド構造を有する化合物、ジスルフィド結合
を有する化合物、およびフェナントレン構造を有する化合物、ならびにその誘導体である
。負極において上記のレドックス活性オリゴマーまたはポリマー化合物が使用される場合
、この化合物はまた、これらのオリゴマーまたはポリマー化合物、導電性添加剤および結
合添加剤から任意の比でなるコンポジット、つまり組成物であってもよい。この場合にも
導電性添加剤は特に、少なくとも１種の導電性材料、好ましくは炭素材料、導電性ポリマ
ーからなる群から選択されるものであり、特に炭素材料である。炭素材料は特に、炭素繊
維、カーボンナノチューブ、グラファイト、カーボンブラック、グラフェンからなる群か
ら選択されており、特に好ましくは炭素繊維である。導電性ポリマーは特に、ポリアニリ
ン、ポリチオフェン、ポリアセチレン、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）ポ
リスチレンスルホナート（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）、ポリアセン（Ｐｏｌｙａｒｃｅｎｅ）
からなる群から選択されている。この場合にも結合添加剤は特に、結合特性を示す材料で
あり、好ましくはポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリヘキサフル
オロプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリアクリレート
、ポリメタクリレート、ポリスルホン、セルロース誘導体、ポリウレタンからなる群から
選択されるポリマーである。
【０１４９】
　このコンポジットは、上述のように電極スラリーを用いて、公知の塗膜形成法により基
材上の層として存在していてよい。
【図面の簡単な説明】
【０１５０】
【図１】図面１（図１と略記）に、ＣＨ２Ｃｌ２中のモノマー２（実施例１により製造）
のサイクリックボルタモグラムを示す（０．１ＭのＴＢＡＰＦ６、測定速度１００ｍＶｓ
－１）。ｘ軸は電位Ｖを表し、ｙ軸は電流Ｉ（ｍＡ）を表す。
【図２】図面２（図２と略記）に、測定電圧Ｖ（ｙ軸）を、３を用いて製造した本発明に
よる電極の、１回または１０回または１００回または２５０回の充放電サイクル後の容量
（ｘ軸）に対して示す（充電レート＝１Ｃ、つまり６０分での満充電）。グラフ中で黒塗
りの記号は充電サイクルを示し、白塗りの記号は放電サイクルを示す。
【図３】図面３（図３と略記）は、測定電圧Ｖ（ｙ軸）を、４を用いて製造した本発明に
よる電極の、１回または１０回または１００回または２５０回の充放電サイクル後の容量
（ｘ軸）に対して示す（充電レート＝１Ｃ、つまり６０分での満充電）。グラフ中で黒塗
りの記号は充電サイクルを示し、白塗りの記号は放電サイクルを示す。
【０１５１】
　以下の実施例により本発明を説明するが、本発明はこれに限定されるものではない。
【０１５２】
　実施例
　１．　全般事項
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　１．１　略称
　ＡＩＢＮ：アゾビス（イソブチロニトリル）、ＤＭＡｃ：ジメチルアセトアミド、ＤＭ
ＡＰ：ジメチルアミノピリジン、ＤＭＦ：ジメチルホルムアミド、ＤＶＢ：ジビニルベン
ゼン、ＪｏｈｎＰｈｏｓ：（２－ビフェニル）ジ－ｔｅｒｔ－ブチルホスフィン、ＮＥｔ

３：トリエチルアミン、Ｐｄ（ｄｂａ）２：ビス（ジベンジリデンアセトン）パラジウム
（０）、ＮＭＰ：Ｎ－メチル－２－ピロリドン、ＰＳ：ポリスチレン、ＳＥＣ：サイズ排
除クロマトグラフィー、ＴＢＡＣｌＯ４：テトラブチルアンモニウムペルクロラート、Ｔ
ＢＡＦ：テトラブチルアンモニウムフルオリド、ＴＢＡＰＦ６：テトラブチルアンモニウ
ムヘキサフルオロホスファート、ＴＨＦ：テトラヒドロフラン、Ｔｏｌ．：トルエン、Ｔ
ＶＣＴ：２，４，６，８－テトラメチル－２，４，６，８－テトラビニルシクロテトラシ
ロキサン。
【０１５３】
　以下の反応スキームに示される括弧内の数字は、合成が記載されたそれぞれの節を指す
。
【０１５４】
　１．２　測定法
　１Ｈおよび１３Ｃ－ＮＭＲ分光分析を、Ｂｒｕｋｅｒ　ＡＣ　３００（３００　ＭＨｚ
）の分光計で２９８Ｋで記録した。サイクリックボルタンメトリーおよびガルバノスタッ
ト実験については、Ｂｉｏｌｏｇｉｃ　ＶＭＰ　３のポテンシオスタットを用いた。サイ
ズ排除クロマトグラフィーは、Ａｇｉｌｅｎｔ　１２００　ｓｅｒｉｅｓ　Ｓｙｓｔｅｍ
（脱気器：ＰＳＳ、ポンプ：Ｇ１３１０Ａ、オートサンプラー：Ｇ１３２９Ａ、オーブン
：Ｔｅｃｈｌａｂ、ＤＡＤ検出器：Ｇ１３１５Ｄ、ＲＩ検知器：Ｇ１３６２Ａ、溶離剤：
ＤＭＡｃ＋０．２１％ＬｉＣｌ、１ｍｌ／分、温度：４０℃、カラム：ＰＳＳ　ＧＲＡＭ
　ｇｕａｒｄ／１０００／３０Å）を用いて行った。
【０１５５】
　２．　本発明による例
　２．１　Ｅ１：２－ビニルチアントレンの合成および重合によるポリ（２－ビニルチア
ントレン）３または４の生成

【化２２】

【０１５６】
　２．１．１　２－ビニルチアントレン２の合成
　２－ブロモチアントレン（２．０７ｇ、７ミリモル）、ビス（ジベンジリデンアセトン
）パラジウム（０）（１２１ｍｇ、０．２１ミリモル）および（２－ビフェニル）ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルホスフィン（１２５ｍｇ、０．４２ミリモル）に対して、脱気および不活
性ガスの充填（Ｓｅｋｕｒｉｅｒｅｎ）を行った。次いで、ＴＨＦ（１４ｍｌ）、テトラ
ブチルアンモニウムフルオリド溶液（７．７ｍｌ、７．７ミリモル、ＴＨＦ中で１Ｍ）お
よび２，４，６，８－テトラメチル－２，４，６，８－テトラビニルシクロテトラシロキ
サン（１．２１ｍｌ、３．５ミリモル）を加え、この溶液を７５℃に加熱した。完全に転
化した後に（薄層クロマトグラフィーによるモニタリング）、この反応混合物を室温に冷
却し、酢酸エチルおよび水で抽出した。有機相をＭｇＳＯ４で乾燥させ、溶媒を減圧下で
除去した。粗生成物をカラムクロマトグラフィー（シリカゲル、ヘプタン）により精製し
た。１．５９ｇ（６．５７ミリモル、９４％）の２が白色固体として得られた。
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【０１５７】
　２のサイクリックボルタモグラムを記録した。このサイクリックボルタモグラムを、図
面１（図１）に示す。
【０１５８】
【化２３】

【０１５９】
　２．１．２　ポリ（２－ビニルチアントレン）３の合成
　無水ＤＭＦおよびＡＩＢＮ（４．９ｍｇ、０．０３ミリモル）中の２（２４２ｍｇ、１
ミリモル）の１Ｍ溶液を、３回の凍結－ポンプ－解凍サイクルで不活性化させた。次いで
、この溶液を８０℃で１６時間撹拌した。このポリマーをジエチルエーテル（１５ｍｌ）
中で沈殿させ、洗浄し、次いで減圧下で乾燥させた。その際、２０８ｍｇ（０．８６ミリ
モル、８６％）の３が白色固体として得られた。
【０１６０】
【化２４】

【０１６１】
　２．１．３　ポリ（２－ビニルチアントレン－コ－ジビニルベンゼン）４の合成
　無水ＮＭＰ３ｍｌ中の２（７２７ｍｇ、３ミリモル）、ジビニルベンゼン（３．９ｍｇ
、０．０３ミリモル）およびＡＩＢＮ（１４．８ｍｇ、０．０９ミリモル）の溶液を、３
回の凍結－ポンプ－解凍サイクルで不活性化させた。次いで、この溶液を７５℃で２４時
間撹拌した。このポリマーを、ジエチルエーテル／ジクロロメタン１／１（４５ｍｌ）中
で沈殿させ、洗浄し、次いで減圧下で乾燥させた。その際、６９１ｍｇ（２．８５ミリモ
ル、９５％）の４が白色固体として得られた。
【０１６２】
　２．１．４　ポリ（２－ビニルチアントレン）３を用いた電極の製造
　３を乳鉢で処理して、微粉末を得た。次いで、３０ｍｇの３および１０ｍｇのポリフッ
化ビニリデン（ＰＶＤＦ；結合添加剤として、Ｓｉｇｍａ　Ａｌｄｒｉｃｈ）に１ｍｌの
ＮＭＰを加え、この混合物を１６時間撹拌した。この懸濁液をＳｕｐｅｒＰ（登録商標）
（カーボンブラック、炭素粒子）６０ｍｇに加え、均質なペーストが形成されるまでこれ
を乳鉢で１０分間混合した。このペーストを、アルミニウム箔（１５μｍ、ＭＩＴ　Ｃｏ
ｒｐｏｒａｔｉｏｎ）に施与した。生じた電極を、４５℃で減圧下で１６時間乾燥させた
。乾燥させたこの電極の重量に基づいて、この電極に対する活性材料の割合を求めた。ア
ルゴン雰囲気下で、ボタン型電池（２０３２型）を組み立てた。ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａ
ｔｉｏｎ精密ディスクカッター（直径１５ｍｍ）を用いて、適切な電極を打ち抜いた。こ
のボタン型電池の底部に、カソードとして使用される電極を配置し、この電極を、多孔質
ポリプロピレン膜（Ｃｅｌｇａｒｄ、ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）によってリチウ
ムアノードと隔離した。次いで、このリチウムアノードの上に、ステンレス鋼製の重り（
直径１５．５ｍｍ、厚さ０．３ｍｍ、ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）およびステンレ
ス製のバネ（直径１４．５ｍｍ、厚さ５ｍｍ）を配置した。このボタン型電池に電解質（
ＥＣ／ＤＭＣ　３／７　Ｖ／Ｖ、０．５ＭのＬｉＣｌＯ４）を充填し、カバーで密閉した
後、電気プレス機（ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　ＭＳＫ－１００Ｄ）で封をした。
【０１６３】
　この電池は、３．９Ｖで放電プラトーを示す（図２）。
【０１６４】
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　この電池は、最初の充放電サイクルでは１０３ｍＡｈ／ｇの容量（理論的に可能な容量
の９３％）を示し、２５０回の充放電サイクル後には８１ｍＡｈ／ｇの容量を示す（図２
）。
【０１６５】
　２．１．５　ポリ（２－ビニルチアントレン－コ－ジビニルベンゼン）４を用いた電極
の製造
　４を乳鉢で処理して、微粉末を得た。次いで、４００ｍｇの４および５０ｍｇのポリフ
ッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ；結合添加剤として、Ｓｉｇｍａ　Ａｌｄｒｉｃｈ）に１０ｍ
ｌのＮＭＰを加え、この物質を、溶解装置で５０℃で２０００ｒｐｍで溶解させた。この
溶液にＳｕｐｅｒＰ（登録商標）（炭素粒子）５５０ｍｇおよび必要に応じてＮＭＰを加
え、これを８０００ｒｐｍで３０分間混合した。得られたペーストを、アルミニウム箔（
１５μｍ、ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）に施与した。生じた電極を、４０℃で減圧
下で２４時間乾燥させた。乾燥させたこの電極の重量に基づいて、この電極に対する活性
材料の割合を求めた。アルゴン雰囲気下で、ボタン型電池（２０３２型）を組み立てた。
ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ精密ディスクカッター（直径１５ｍｍ）を用いて、適切
な電極を打ち抜いた。このボタン型電池の底部に、カソードとして使用される電極を配置
し、この電極を、多孔質ポリプロピレン膜（Ｃｅｌｇａｒｄ、ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ）によってリチウムアノードと隔離した。次いで、このリチウムアノードの上に、
ステンレス鋼製の重り（直径１５．５ｍｍ、厚さ０．３ｍｍ、ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ）およびステンレス製のバネ（直径１４．５ｍｍ、厚さ５ｍｍ）を配置した。この
ボタン型電池に電解質（ＥＣ／ＤＭＣ　３／７　Ｖ／Ｖ、１ＭのＬｉＣｌＯ４）を充填し
、カバーで密閉した後、電気プレス機（ＭＩＴ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　ＭＳＫ－１０
０Ｄ）で封をした。
【０１６６】
　この電池は、３．９Ｖで放電プラトーを示す（図３）。
【０１６７】
　この電池は、最初の充放電サイクルでは約１０３ｍＡｈ／ｇの容量を示し、２５０回の
充放電サイクル後には約８５ｍＡｈ／ｇの容量を示す（図３）。
【０１６８】
　３．　結果
　本発明によるポリマー３（第２．１．４節）の場合に観察された２５０回の充放電サイ
クル後の８１ｍＡｈ／ｇという値は、本発明によるポリマーが、従来技術、すなわちＳｐ
ｅｅｒらにより記載されたノルボルネニル骨格をベースとするポリマーよりも優れている
ことを示す。Ｓｐｅｅｒらの図面４（第１５２６３ページ）に示されているように、従来
技術のポリマーを用いて製造された電池は、約６３ｍＡｈ／ｇの最大比容量を有する。こ
の値は、本発明によるポリマーを用いた場合に２５０回の充放電サイクル後になおも得ら
れる８１ｍＡｈ／ｇという値を下回る。これは、本発明によるポリマーによって、より高
い放電電圧およびより高いサイクル安定性が可能となることを示す。これは、非常に驚く
べきことであった。
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【図１】

【図２】

【図３】
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